
      第10回新型コロナウイルス感染症神奈川県対策本部会議 次第 

 

 
                        日時 令和２年５月22日 18：00～ 

                        場所 第二分庁舎６階 災害対策本部室 
 
１ 開会（くらし安全防災局長） 

 

２ 本部長あいさつ 

 

３ 議題 

 (１) 国、県の動向について 

(２) 緊急事態宣言解除後の県の取組みについて 

 

４ その他 
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現状

【目標】
人との接触８割減

【手段】
徹底した
外出自粛要請

外出自粛要請について

徹底的な外出自粛要請から「新しい生活様式」等の周知徹底へ

宣言解除
「新しい生活様式」の定着

感染防止対策がされていない
場所へ行くことを控える

当面の間、次の行動を控える
・ｸﾗｽﾀｰ歴があるような場所へ行く
（繁華街の接待を伴う飲食店等）

・帰省や旅行など、都道府県域を
越えた移動

＜緊急事態宣言下＞ ＜解除後＞

特措法第45条第１項

県民への
外出自粛要請

特措法第24条第9項

神奈川
警戒

アラート

ガイドラインに沿った
感染防止対策を行って
いない場所への外出を
控える



事業者への休業要請について

休業の要請から感染防止対策を前提とした段階的な解除へ

宣言解除
感染防止対策
を前提とした

段階的な
休業要請
の解除

感染拡大のおそれの
ある施設への
休業要請

＜緊急事態宣言下＞ ＜解除後＞

特措法第24条第９項
特措法第45条第２、３項

警戒の呼びかけ

特措法第24条第9項

神奈川
警戒

アラート

事業者にガイドラインに
基づく感染防止対策の再
確認・徹底を呼びかけ



段階的な解除のステップ

・緊急事態宣言が解除された時、施設の使用制限等（休業要請など）は基本的に解除

・ただし、新しい生活様式が社会経済全体で安定的に定着するまで、一定の移行期間
を設け、感染拡大のリスクに応じて段階的に移行

【ステップ１】
◆県は、事業者がガイドラインに基づく適切な感染防止対策を
講じることを前提に、休業要請を解除

◆事業者は、自ら感染防止対策の創意工夫を図り、段階的に営業
を再開（原則、夜10時までの時短営業を要請）

・遊興施設 ・大学、学習塾
・運動、遊技施設 ・劇場等
・集会・展示施設 ・商業施設

※飲食店は
時短営業を緩和

再起促進支援
による財政支援

・「感染防止対策取組書 (仮称)」
による見える化

・LINEコロナお知らせシステム
(仮称) 

国の
基本的対処方針

【ステップ２】

◆時短営業を解除

朝5時から夜8時まで
酒類提供は夜7時まで

・業種別ガイドライン及び
県作成の共通ガイドラインに
基づく感染防止対策

・感染防止に向けた創意工夫

朝5時から夜10時まで

◆中規模イベントから順次開催を可能とする

◆小規模イベントの開催を可能とする



 

 

新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するため行っていただきたい取組 

（ガイドライン）＜飲食店等（飲食店、和・洋菓子店等）＞ 

 

事業活動を行うにあたり、以下の取組及び各業界団体が策定するガイドラインの遵守をお願いします。 

 

１．ソーシャルディスタンスの確保（２メートル以上（最低１メートル）） 

☑アクリル板等により各席を遮蔽する、又は隣の人と一つ以上空け互い違いに座る、対面せず片側に座る等 

☑定員の半分程度の人数で部屋を提供 

☑テイクアウト等に積極的に対応 

☑ソーシャルディスタンスを確保した客席の配置、利用設備・機材の設置 

☑施設への入場前、施設利用中において、周囲の人とのソーシャルディスタンスを保つよう表示・周知 

☑レジ等対面する場所にビニールカーテン等を設置 

☑混雑時における入店制限（整理券配布等） 

 

２．従業員及び来客等の保健衛生対策の徹底 

☑回し飲み禁止について注意喚起 

☑従業員及び来客等のマスク着用 

☑従業員及び来客等の手指消毒 

☑消毒液の設置、ごみ廃棄時の衛生管理、衣類のこまめな洗濯 

☑従業員の体調管理、来客等の入場時体調チェック 

 

３．共用物の衛生管理・換気の徹底 

☑大皿での提供は避ける 

☑テーブルへの共用調味料・冷水ポット等の設置を避ける、もしくは定期的に消毒 

☑トング等共用物の定期消毒（1回/30分） または交換 

☑客席、テーブル、利用設備・機材等についての消毒 

☑設備による毎時２回以上換気、又は入り口や窓を開け、毎時２回以上換気 

☑トイレにおけるハンドドライヤー等の使用中止 

 

☑４．電子マネー等非接触型決済の導入、もしくは支払時のコイントレイの使用 

 

５．感染が発生した際の利用者への情報提供 

☑ＳＮＳ等の技術を活用した、施設利用者に対する感染発生状況等の情報提供 

（案） 



当事業所は感染症対策として

以下のことに取り組んでいます

神奈川県

事業所名

業態：一般企業

住所：神奈川県横浜市中区住吉町9-87

電話番号：045-123-4567

担当者名：神奈川太郎

◯ 仕切り設置または着席位置の工夫による飛沫防止

◯ レジ等仕切り設置

◯ 混雑時入店制限

◯ マスク着用

◯ 手指消毒

◯ 発熱時等入店制限

◯ 大皿料理禁止

◯ 毎時２回以上換気

◯ 支払時キャッシュレスまたはコイントレイ使用

◯ 感染発生状況の情報提供

その他

完全予約制とすることで不用意に密集状態が発生することを防止して
います。

LINEコロナ
お知らせシステムかながわ食堂横浜みなとみ

らい本店
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公立学校における教育活動の再開に向けた 
県教育委員会の対応（令和２年５月 22日現在） 

 
１ 基本的考え方 
 〇 国における緊急事態宣言が解除され、知事からの協力要請を受け県教育委員

会として実施している県立学校の臨時休業を終了し、６月１日（月）に再開す
る場合に備え、５月 25 日（月）から学校としての必要な受け入れ態勢を整え
ていく。 

 〇 臨時休業終了後の県立学校の再開については、 
・ 社会全体が長期にわたり新型コロナウイルス感染症とともに生きていか
なければならないという認識の下、 

・ 次世代を担う子どもたちの健康には、より慎重に対応する必要があるこ
とから、 
ガイダンスなどの準備期間、分散登校、時差通学・短縮授業など、段階的

に行っていく。 
〇 市町村教育委員会に対しても、同様の考え方を示していく。 

 

【県立学校の登校方法パターンとその概要】 

登校方法 

高等学校・中等教育学校 特別支援学校 

期間 概要(人数は程度) 
5/31 解除 

の場合 
期間 概要 

5/31 解除 

の場合 

準備期間 

（ガイダンス登校） 
１週間程度 

各学年１日ガイダンス登校 
４校で入学式を予定 
20 名/教室、200 名/回 

6/1(月) 

～6/5(金) 

１週間程度 

学年や障がい部門ごとに 
１日の登校を設定 
４校で入学式を予定 

6/1(月) 

～6/5(金) 

分散登校 

２週間程度 

週２回  

必要に応じて土曜日も活用 

40 分×３時間 

20名/教室、200～300 名/回 

6/8(月) 

～6/20(土) ２週間程度 

週１回(高等部３年は週２回） 

全校生徒の 20～30％程度/回 
6/8(月) 

～6/19(金) 

１週間程度 

週３回  

必要に応じて土曜日も活用 

40 分×３時間 

20名/教室、200～400 名/回 

6/22(月) 

～6/27(土) ２週間程度 

週２回(高等部３年は週３回） 

全校生徒の 50％程度/回 

給食あり 

6/22(月) 

～7/3(金) 

時差通学・ 

短縮授業 

１週間程度 

全生徒毎日登校 

40 分×３時間 

40 名/教室、全生徒/回 

6/29(月) 

～7/4(土) 
1 カ月程度 

全児童・生徒等登校 

給食あり 
7/6(月) 

～7/31(金) 

２カ月程度 

全生徒毎日登校 

40 分×６時間 

40 名/教室、全生徒/回 

7/6(月) 

～8/29(土) 
１週間程度 

全児童・生徒等登校 

午前授業 
8/24(月) 

～8/28(金) 

通常登校 その後 

全生徒毎日登校 

50 分×６時間 

40 名/教室、全生徒/回 

8/31(月)～ 
その後 

全児童・生徒等登校 

給食あり 
8/31(月)～ 

夏季休業 

各学校が年間の休業日の日数（現行 60～55 日

間）を 40～35 日の間で設定する。全校 8/7(金)か

ら 8/16(日)までの 10 日間については必ず夏季休

業に含めることとする。 

8/1(土)～8/23(日) 23 日間（現行 42 日間） 

部活動 「時差通学・短縮授業」の段階から段階的に実施 

 
※ 仮に、５月 31 日（日）までの現行の緊急事態宣言期間の前に宣言が解除された場合も同様の
日程とする。その場合、５月 31 日（日）までは、学校の臨時休業を継続する。 

※ 更に今後の分散登校や時差通学・短縮授業の期間については、状況の推移により変更するこ
とがある。 

別添資料 １ 
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２ ガイドラインの配付 

 〇 県立高等学校・中等教育学校、県立特別支援学校、それぞれの段階的な再開

に向けて作成した「ガイドライン」を、県立学校長あてに「再開に向けた準備

通知」とともに送付する。 

〇 市町村教育委員会に対して、市町村立小・中学校向けの「ガイドライン」を、

「再開に向けた準備依頼」とともに送付する。 

 （主な内容） 

  〇 各段階における登校方法とその期間 

〇 再開後の学習活動や評価のあり方、感染防止策  など 

 

 

別紙１ 県立学校の教育活動の再開等に関するガイドライン概要（高等学校・中等教育学校） 

別紙２ 県立学校の教育活動の再開等に関するガイドライン概要（特別支援学校） 

別紙３ 市町村立学校の教育活動の再開等に関するガイドライン概要（小・中学校） 



県立学校の教育活動の再開等に関するガイドライン概要（高等学校・中等教育学校） 

 

ガイドライン作成の趣旨 

○県教育委員会では、本県を対象地域とする緊急事態宣言が解除された場合の、学校の教育活動の再

開に向け、必要な配慮や工夫、留意すべき事項について指針として取りまとめた。 

○各学校はガイドラインを踏まえ、保健管理に努め、適切な指導計画による教育活動に取り組む。 
 
ガイドラインの主な内容 

１ 学校の教育活動の再開に関する基本的な考え方（ｶ゙ ｲﾄ゙ ﾗｲﾝP.1） 

○社会全体が長期にわたり新型コロナウイルスとともに生きていかなければならないという認識の下、

次世代を担う子どもたちの健康には、より慎重に対応することが必要である。 

○学校の教育活動の再開については、ガイダンスなどの準備期間、分散登校、時差通学・短縮授業（以

下、「時差短縮」という）など段階的に行っていく。 

【教育活動の段階的再開の概要】 

 期間 登校生徒数 登校回数/週、授業時間 
５月31日で緊急事態
宣言解除の場合 

準備期間 １週間程度 20名程度/教室、200名程度/回 １回 6/1(月)～6/5(金) 

分散登校Ⅰ ２週間程度 20名程度/教室、200～300名程度/回 ２回、40分×３ 6/8(月)～6/20(土) 

分散登校Ⅱ １週間程度 20名程度/教室、200～400名程度/回 ３回、40分×３ 6/22(月)～6/27(土) 

時差短縮Ⅰ １週間程度 40名程度/教室、全生徒/回 ５回程度、40分×３ 6/29(月)～7/4(土) 

時差短縮Ⅱ ２カ月程度 40名程度/教室、全生徒/回 ５回程度、40分×６ 7/6(月)～8/29(土) 

通常登校 ― 40名程度/教室、全生徒/回 ５回程度、50分×６(学校による) 8/31(月)～ 
 

○基本的な感染症対策の徹底など、新型コロナウイルス感染症の感染防止に万全の措置を講じること。 

○分散登校(ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ含む)では、１教室当たりの生徒数を20名程度とし、座席の間隔を広くとること。 

○分散登校期間中は授業と家庭学習を併用するため、臨時休業中に準じ、週ごとの課題を含めた学習

内容等の一覧を作成し生徒に示すことで、課題等の意義や目的を生徒が理解できるようにすること。 

○分散登校期間中の家庭学習の充実を図るため、ICT を活用して課題の提示や提出等に対応するととも

に、生徒の家庭での学習状況を把握し、授業における学習状況とあわせて、適切に評価を行うこと。 

○生徒が規則正しい生活習慣を身に付け、主体的に学習に取り組むことができるように指導・支援す

るとともに、生徒の心身の状況の把握と心のケアに努めること。 

○指導計画を見直し、学年の休業日数を再設定するなど、計画的に学習の補填に取り組むこと。 

○通常登校に移行した後も、「新しい生活様式」を踏まえ、教育活動と感染症対策を両立する工夫、配

慮が必要であること。 
 
２ 学校の教育活動再開後の学習についての考え方（ｶ゙ ｲﾄ゙ ﾗｲﾝP.2） 

○臨時休業中の学習の実施状況を把握し、年間指導計画等の見直しを行う。 

○学習の補填に当たっては、①長期休業期間の短縮による授業時間数の補充に加え、②週休日におけ

る授業（土曜授業）の実施、③平日の補習等の実施の組合せ等により対応することができる。 

○休業日の日数（現行、年間で 60日から 55日）は、令和２年度に限り、40日から 35日の間で各学

校が設定する。全校８月７日（金）から８月16日（日）の10日間は、夏季休業期間に必ず含める。 
 
３ 学校の教育活動再開に当たっての保健管理について（ｶ゙ ｲﾄ゙ ﾗｲﾝP.3） 

○登校前の検温、健康観察を行い、健康観察票に記入。実施していない生徒については、登校時に教

室に入る前に実施。 

○基本的な感染症対策の指導、教室等の換気、座席の配置の配慮、共用部分の消毒などを実施。 
 
４ 教育活動の段階的再開と学習指導について（ｶ゙ ｲﾄ゙ ﾗｲﾝP.9） 

○「準備期間」「分散登校」「時差短縮」の段階を経ながら、徐々に通常登校に移行していく。 

○５月25日から校内の消毒、教室整備等を行う。 

○準備期間では、週１回登校し、授業再開に向けたガイダンスを行う。（各教室20名） 

○分散登校では、各教室の生徒数の上限は20名程度とし、座席の間隔を広くとる。前半の期間は週２

回、後半の期間は週３回登校し、40分×３時間の授業を実施。登校時間は通勤時間帯をはずす。 

○時差短縮では、通勤時間帯をはずした時差通学とし、１週間程度 40 分×３時間授業を実施したの

ち、２ヶ月程度40分×６時間授業を実施。 

別紙１ 



【教育活動再開のパターン（まとめ）】 
再開の段階 期間 教育活動の概要 生徒数 始業 部活動 

準備期間 
(ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ) 

 学年別等による再開の説明等 
生徒は１日のみ登校 
在校時間は２時間以内、昼食なし 

20名／室 
200名／回 

午前部 9:50 
午後部13:00 

自粛 
 

分散登校Ⅰ 
(授業開始) 

 生徒は週２回登校（土曜は学校の判断） 
40分×３時間 
在校時間は３時間以内、昼食なし 

20名／室 
200～ 
300名／回 

午前部 9:50 
午後部13:00 

自粛 

分散登校Ⅱ 
 

 
生徒は週３回登校（土曜は学校の判断） 
40分×３時間 
在校時間は３時間以内、昼食なし 

20名／室 
200～ 
400名／回 

午前部 9:50 
午後部13:00 

自粛 

時差短縮Ⅰ 
 生徒は毎日登校（土曜は学校の判断） 
40分×３時間 在校時間は３時間以内 昼食可 

40名／室 
全生徒 

9:50 制限付き 
段階的実施 

時差短縮Ⅱ 
★夏季休業を挟む 

 生徒は毎日登校（土曜は学校の判断） 
40分×６時間 昼食あり 

40名／室 
全生徒 

9:20 制限付き 
段階的実施 

通常登校 
 生徒は毎日登校（土曜は学校の判断） 

50分×６時間（学校による）昼食あり 
40名／室 
全生徒 

8:40 配慮の 
もと実施 

※県内の感染状況等や国の動向等により、期間等については変更する場合がある。 
 
５ 学習評価について（ｶ゙ ｲﾄ゙ ﾗｲﾝP.15） 
○総括評価に当たっては、臨時休業中の家庭学習の成果を含めて評価する。 
 
６ 学校図書館・コンピュータ教室等の特別教室の利用について（ｶ゙ ｲﾄ゙ ﾗｲﾝP.17） 
○多数の生徒が集まらないよう、席数の減、入場生徒の分散などの工夫を行う。定期的に換気を行う。 
○共用の教材、教具、情報機器などを適切に消毒する。 
 
７ 昼食時の指導について（ｶ゙ ｲﾄ゙ ﾗｲﾝP.17） 
○食事の前の手洗いを徹底するよう指導する。 
○飛沫感染防止の観点から、当面、他の生徒と離れる、対面でとらない、会話を控えるなど指導する。 
 
８ 校内の清掃について（ｶ゙ ｲﾄ゙ ﾗｲﾝP.18） 
○「準備期間」「分散登校」「時差短縮」の期間中は、生徒による清掃活動を行わない。「分散登校」「時
差短縮」の期間後に生徒による清掃活動を行う場合は、マスクの着用、終了後の手洗い等の指導を
徹底する。 

 
９ 学校行事等について（ｶ゙ ｲﾄ゙ ﾗｲﾝP.18） 
○優先順位を設け指導計画を見直す。不特定多数の方が参加する行事は、当面行わない。 
 
10 進路指導等について（ｶ゙ ｲﾄ゙ ﾗｲﾝP.18） 
○進路に関する面談等は「分散登校」から感染防止のための万全の措置を講じて実施可能とする。 
 
11 部活動について（ｶ゙ ｲﾄ゙ ﾗｲﾝP.19） 
○部活動は「準備期間」「分散登校」では自粛とする。「時差短縮」から可能とするが、最初は、複数
人が近い距離での活動や身体接触を避けた個人で行える基本的な練習とするなど、制限付きで段階
的に実施する。 

 
12 不安を抱える生徒・保護者への対応について（ｶ゙ ｲﾄ゙ ﾗｲﾝP.20） 
○生徒の様子を観察し、不安やストレス等を感じている生徒・保護者には、面談等個別の対応を行う。
その際、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーを活用する。 

 
13 障がいのある生徒への支援、外国につながりのある生徒等への支援（ｶ゙ ｲﾄ゙ ﾗｲﾝP.21） 
○生徒の障がい等の状況や個別の状況を踏まえ、学校全体で指導体制を整え、指導・支援する。 
 
14 いじめ、偏見、差別等の防止について（ｶ゙ ｲﾄ゙ ﾗｲﾝP.22） 
○感染者やその関係者、また、医療従事者等への偏見や差別等が生じないよう生徒を指導する。 
 
15 生徒又は教職員に感染者が出た場合の対応について（ｶ゙ ｲﾄ゙ ﾗｲﾝP.22） 
○生徒又は教職員の感染が判明した場合には、県教育委員会及び衛生主管部局と臨時休業の必要性に
ついて十分協議し、学校医とも相談の上、実施の有無、規模及び期間について判断する。 

 
16 地域の感染状況が増加した場合等の対応について（ｶ゙ ｲﾄ゙ ﾗｲﾝP.22） 
○地域の感染者が増加するなど、学校の教育活動に影響が生じる恐れがある場合には、県教育委員会
で、公共交通機関等の利用状況等も踏まえ、教育活動の一部の制限などの対応を決定する。 

 
17 その他（ｶ゙ ｲﾄ゙ ﾗｲﾝP.22） 
○中学生向けの学校説明会は８月末まで実施しない。学校見学は「準備期間」「分散登校」「時差短縮」
の期間は実施しない。 

○学校施設開放については、「通常登校」の段階から再開する。 

２週間程度 

1週間程度 

２ヶ月程度 

1週間程度 

1週間程度 



県立学校の教育活動の再開等に関するガイドライン概要（特別支援学校） 

 

ガイドライン作成の趣旨 

○県教育委員会では、本県を対象地域とする緊急事態宣言が解除された場合の、学校の教育活動の再

開に向け、必要な配慮や工夫、留意すべき事項について指針として取りまとめた。 

○各学校はガイドラインを踏まえ、保健管理に努め、適切な指導計画による教育活動に取り組む。 
 
ガイドラインの主な内容 

１ 学校の教育活動の再開に関する基本的な考え方 P.１ 

○社会全体が長期にわたり新型コロナウイルスとともに生きていかなければならないという認識の下、

次世代を担う子どもたちの健康には、より慎重に対応することが必要である。 

○学校の教育活動の再開については、ガイダンスなどの準備期間、分散登校、時差通学・短縮授業（以

下、「時差短縮」という）など段階的に行っていく。 

【教育活動の段階的再開の概要】 

 期間 概要 
５月31日で緊急事態
宣言解除の場合 

準備期間 １週間程度 週１回登校 6/1(月)～6/5(金) 

分散登校Ⅰ ２週間程度 週１回登校（高３は週２回登校） 6/8(月)～6/19(金) 

分散登校Ⅱ ２週間程度 週２回登校（高３は週３回登校） 給食あり 6/22(月)～7/3(金) 

時差短縮Ⅰ １カ月程度 全児童・生徒等登校 給食あり 7/6(月)～7/31(金) 

時差短縮Ⅱ １週間程度 全児童・生徒等登校 
午前授業（夏季休業後の短縮授業） 

8/24(月)～8/28(金) 

通常登校 ― 全児童・生徒等登校 給食あり 8/31(月)～ 
   

○基本的な感染症対策の徹底など、新型コロナウイルス感染症の感染防止に万全の措置を講じること。 

○ICT の活用により課題の提示や動画の配信を行うなど、分散登校期間中の家庭学習の充実を図るこ

と。 

○児童・生徒等が規則正しい生活習慣を身に付け、主体的に学習に取り組むことができるように指導・

支援するとともに、児童・生徒等の心身の状況の把握と心のケアに努めること。 

○スクールバス内において児童・生徒等間の十分な距離を保つために、ジャンボタクシーを活用する

とともに、必要に応じて保護者へ送迎を依頼すること。 

○高等部知的障害教育部門の分教室については、本校の再開パターンに準ずるが、分教室を設置して

いる高等学校と相互理解のもと、情報共有して進めること。 

○通常登校に移行した後も「新しい生活様式」を踏まえ、教育活動と感染症対策を両立する工夫、配

慮が必要であること。 

○児童・生徒等の在籍者数、障害の状況、通学方法、施設設備、関係する医療機関や福祉施設の状況

等を踏まえ、児童・生徒等の感染防止に万全を期すこと。 

○通学区域内の感染拡大に関する状況を十分に把握し、区域内の市町村教育委員会や学校間の連携、

必要な相談や情報共有等を行うこと。 

○学校医や学校薬剤師と連携し、保健管理体制の整備を行うこと。また、感染防止の対応や、感染者

が発生した場合の対応など、相談・連携体制を再確認すること。 
 
２ 学校の教育活動再開に当たっての保健管理について P.２ 

○感染防止の観点から学校医・学校薬剤師などと連携し、重点的に施設環境の確認・整備を行うこと。 

○医療的ケアが日常的に必要な児童・生徒等や基礎疾患等のある児童・生徒等は、地域の感染状況を

踏まえ、主治医の見解を保護者に確認の上、個別に登校の判断をすること。また、学校においては

学校の受入れ体制も含め、学校医等にも相談すること。 

○基本的な感染症対策の指導、教室等の換気、座席の配置の配慮、共用部分の消毒等を実施すること。 
 
３ 教育活動の段階的再開と学習指導について P.17 

○「準備期間」「分散登校」「時差短縮」の段階を経ながら、徐々に通常登校に移行していく。 

○５月25日から、校内の消毒、教室整備等を行う。また、全教職員で一日の流れや受け入れ態勢等、

共通理解を図る。 

〇準備期間では、登校時における児童・生徒等の健康状態の把握や、その後の教育活動について保護

者と相談を行う。 
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○分散登校では、学部・部門、学年別の登校にして、児童・生徒等の距離を確保し、対面とならない

ような形で教育活動を行うこと。また給食開始に当たっては、衛生管理を徹底すること。 

〇また、子どもの居場所について、分散登校期間中の登校する日以外については柔軟に対応すること。 

○時差短縮では、全ての児童・生徒等が一定時間、学校内で活動するため、身体的距離の確保や、自

力通学の児童・生徒等の時差通学、スクールバス車内の３密防止について、より徹底すること。 

 

４ 学習評価について P.29 
○臨時休業中の家庭学習の成果を含めて評価する。 
 
５ 学校給食の実施について P.37 

○「学校給食衛生管理基準」に基づき、調理作業や配食等を行うよう、改めて徹底すること。 

○食物アレルギー対応や食形態など、一人ひとりの児童・生徒等に必要な配慮について、確実に対応

すること。 

〇十分な間隔を確保した喫食をすること。机を向かい合わせにせず、座席の間隔をできるだけ空けて、

飛沫を飛ばさないよう会話を控えること。 

〇当面の配食は教職員が必要最小限の人数で行うこと。 
 
６ 校内の清掃について P.38 
○「準備期間」「分散登校」「時差短縮」の期間中は、児童・生徒等による清掃活動を行わない。 
 

７ 学校行事等について P.39 

○不特定多数の方が参加する行事や交流等については、当面行わない。 
 
８ 進路指導・就学支援について P.39 

○現場実習の実施に関して、新型コロナウイルス感染症拡大防止の趣旨を踏まえ、実習受入れ先や本

人、保護者、学校が丁寧な調整をし、実施する。 

○進路面談については、３密を避ける取組を徹底した上で慎重に行う。 

 

９ 部活動について P.40 
○「準備期間」「分散登校」期間は実施しないこと。「時差短縮」期間から可能とするが、活動内容は、
個人を主体とした基礎練習とする。 

 
10 不安を抱える児童・生徒等、保護者への対応について P.41 
○児童・生徒等の様子を観察し、不安やストレス等を感じている児童・生徒等、保護者には、面談等
個別の対応を行う。その際、教育相談コーディネーターや自立活動教諭（専門職）や養護教諭等と
連携して対応する。 

 
11 外国につながりのある児童・生徒等への支援について P.43 

○多言語での情報提供に配慮すること。 
〇就学状況の把握、学校への円滑な受入れについて一層の配慮を行うこと。 
 
12 いじめ、偏見、差別等の防止について P.44 
○感染者やその関係者、また、医療従事者等への偏見や差別等が生じないよう児童・生徒等を指導す
る。 

 
13 児童・生徒等又は教職員に感染者が出た場合の対応について P.44 
○児童・生徒等又は教職員の感染が判明した場合には、県教育委員会及び衛生主管部局と臨時休業の
必要性について十分協議し、学校医等とも相談の上、実施の有無、規模及び期間について判断する。 

 
14 地域の感染状況が増加した場合等の対応について P.44 
○地域の感染者が増加するなど、学校の教育活動に影響が生じる恐れがある場合には、県教育委員会
で、公共交通機関等の利用状況等も踏まえ、教育活動の一部の制限などの対応を決定する。 

 
15 その他 P.45 

○各学校は、地域の障害福祉サービス機関等に対し、教育活動の段階的再開のスケジュールなどの情

報提供を行い、連携すること。 

○学校施設開放については、「通常登校」の段階から再開すること。 



市町村立学校の教育活動の再開等に関するガイドライン（小・中学校） 

概 要 

 

趣旨                                           
□学校の教育活動の再開に向け、必要な配慮や工夫、留意事項等を取りまとめた指針 
□ガイドラインを参考に、市町村教委・各学校が、それぞれの地域の実情等に応じた取組を実施 
 

主な内容                                         
 

１ 学校の教育活動の再開に関する基本的な考え方       ガイドライン P.2 

 □社会全体が長期にわたり新型コロナウイルスとともに生きていかなければならないという認識の

下、次世代を担う子どもたちの健康には、より慎重に対応することが必要である。 

□学校の教育活動の再開は、ガイダンスなどの準備期間、分散登校、時差通学・短縮授業など段階的

に行っていく。（※下表参照） 

□感染防止に万全の措置を講じる。 

□主体的に学習に取り組むことができるよう指導・支援する。 

□心身の状況把握と心のケアに努める。 

□｢新しい生活様式｣を踏まえ、教育活動と感染症対策の両立に向けた工夫、配慮が必要である。 

□保護者や教職員の生活圏を考慮すれば、小・中学校再開の時期について、全県で緊急事態宣言の解

除後としていくことが必要である。 

□ただし、段階的再開の期間や方法等は、各市町村教育委員会及び各学校が、地域の感染状況や学校

規模等を踏まえ、地域の実情に応じて適切に設定することが重要である。 

※市町村立小・中学校における段階的な再開の流れ（参考例） 

段階 期間 小学校 中学校 

分散 

登校Ⅰ 

３日間程度 ・１教室20名程度 

・児童は３日に１回登校 

・１教室20名程度 

・生徒は３日に１回登校 

分散 

登校Ⅱ 

３週間程度 ・１教室20名程度 

・児童は２日に１回登校 

・１教室20名程度 

・３年生は毎日、１，２年生は２日に１

回登校 

・午前午後に半数ずつ 

短縮 

授業Ⅰ 

４週間程度 ・１教室40名以内 

・全児童が毎日登校（30分×５） 

・給食開始 

・１教室40名以内 

・全生徒が毎日登校（40分×５） 

・給食開始 

短縮 

授業Ⅱ 

４週間程度 ・１教室40名以内 

・全児童が毎日登校（40分×５） 

・給食あり 

・１教室40名以内 

・全生徒が毎日登校（40分×６） 

・給食あり 

 

２ 段階的再開に向けた準備・計画              ガイドライン P.3 

 □市町村教委や学校では、「保健管理等に関する準備」や「分散登校・短縮授業の計画づくり」等を

進め、取組方針や授業予定などを保護者等に周知し、その理解・協力を求めること 

保健管理等に関する準備 ➤施設環境の確認・整備例 ➤衛生用品等の確認・調達例  

➤感染症発生時の対応例  

分散登校・短縮授業の立案 ➤教室の座席配置モデル ➤分散の仕方例 ➤日課の設定例  

➤段階的再開モデル  

家庭・地域等との連携 ➤取組方針や授業予定等の周知  

➤分散登校中、登校しない日の「居場所」確保  

 

３ 段階的再開期間における取組              ガイドライン P.14 

 □学校では、感染症対策に万全を期すとともに、児童・生徒に対し、新型コロナウイルス感染防止に

ついて、十分な時間をかけ具体的に指導を行うこと 

□通常登校に移行した後も、学校における「新たな生活様式」として定着させる必要も想定し、対策
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や指導について、不断の見直し・改善を図ること 

感染症対策 ➤基本的な感染症対策の考え方と対応例 ➤学校での活動場面別の対応・指導例 

感染防止のための指導 ➤感染防止指導の考え方 ➤具体的な指導事例 

 

４ 段階的再開から通常登校への移行             ガイドライン P.24 

 □市町村教委や学校では、慎重に通常登校に移行していくとともに、移行した後も、引き続き感染防

止策を徹底したうえで、計画的な教育活動を推進していくことが必要 

□学校全体で見直し、変更した指導計画に基づき、年間の学習指導を適切に進めること 

通年でのカリキュラム・マネジメント ➤令和２年度指導計画の見直し例  

➤県立学校における令和２年度長期休業等の活用予定 

学習指導と評価 ➤年間の学習指導・評価の進め方例 

➤当初予定していた内容の指導を本年度中に終えることが困難な場合の対応  

➤補充的な学習指導･支援  

学校行事等 ➤実施計画の見直し・検討の考え方 ➤検討・判断基準等の例 

□県教委作成「新型コロナウイルス感染症対策のための臨時休業に伴う学習等に関する指導資料（令

和２年５月）」を参照のこと 

 

５ 特に配慮すべき学年への対応               ガイドライン P.31 

 □小１、小６、中３について指導上の工夫・配慮事項を記載  □他学年にも参考とすること 

小学校第１学年 ➤合科的・関連的な指導や弾力的な時間設定など工夫したスタートカリキュラ

ムの実施が大切 ➤スタートカリキュラムの具体例 

小学校第６学年 ➤学習指導、児童指導の効果を高めるための指導体制の構築が重要 

中学校第３学年 ➤進路の不安や、行事等が減ることでの意欲低下を踏まえ、一人ひとりの心情に

寄り添い、その思いや意見を丁寧に受け止めることなどが重要 

＊ガイドライン別冊版として中３の教科別年間指導計画の見直しモデルを後日、別途送付予定 

＊今後、神奈川県公立高等学校の入学者選抜に変更がある場合は、市町村教委を通して中学校へ知ら

せるとともに、県教委ホームページに掲載 

 

６ 部活動                         ガイドライン P.37 

 □部活動については、感染防止の観点から、活動の再開を慎重に判断すること 

□児童・生徒の健康状態等を考慮し、段階的に部活動を再開させること 

□分散登校の実施期間は、その趣旨に鑑み、部活動を実施しないこと 

＊部活動の留意事項等は後日、別途提示 

 

７ 児童・生徒指導、教育相談等               ガイドライン P.38 

 □再開後の早い段階で教育相談週間を設定するなど、児童・生徒一人ひとりの状況把握に努めること 

児童・生徒の心のケア ➤ＳＣやＳＳＷとともに必要な支援 ➤相談窓口を改めて周知 

いじめ、偏見、差別等の防止 ➤新型コロナに関係したいじめ、偏見等の防止 ➤組織的な対応 

児童・生徒を取り巻く環境の変化に起因する問題行動、不登校等への対応 

➤虐待を発見しやすい立場にあることを自覚したうえで、異変や違和感を見逃さず、市町村の担当

課や児童相談所への速やかな通告や情報提供 

➤不登校の児童・生徒に対し、教育相談コーディネーターを中心にＳＣやＳＳＷ、教育支援センタ

ーや医療・福祉関係機関、フリースクール等と連携した支援 ➤ＩＣＴを活用した学習支援 

障がいのある児童・生徒等への支援 

➤臨時休業に伴う個別の指導計画等の精査や見直し ➤児童･生徒や保護者とのきめ細かな相談 

外国につながりのある児童・生徒への支援 

➤多言語での情報提供に配慮 ➤就学状況の把握、学校への円滑な受入れについて一層の配慮 

新型コロナウイルス感染症に伴う就学援助の取扱い等 

➤申請期間の延長などの柔軟な対応 ➤就学援助制度等について保護者へ周知徹底 

 



非常事態宣言解除後の

神奈川ビジョンについて

2020/5/20（水）



地域別の新型コロナウイルス感染証対策（厚労省資料）

（警戒アラート発動）
感染拡大注意

感染観察



医療体制の維持

医療・福祉 担い手の保護
高齢者・障がい者などの保護

新たな社会経済モデルへの転換

1

2

3

Withコロナの新たな社会経済ビジョン

取るべき戦略

経済活動を再開し、感染対策を意識した
新たな社会経済モデルへの転換を行なう。

医療体制の維持や医療・福祉・高齢者等の保護
に取り組み、感染者数を極限まで抑える。



経済の再開と医療体制の維持

経済活動の緩和 医療体制の維持



経済活動再開時のリスク低減策

店舗等

読み取り

利用者

神奈川県LINE
パーソナルサポート

情報登録

店舗等利用者の登録 濃厚接触者へのフォローアップ通知

感染者発生

神奈川県保健所

発生報告

濃厚接触の疑い

通知



状況悪化を早期検知し を発動

取るべき戦略とモニタリング対象

医療体制の維持

医療・福祉 担い手の保護
高齢者・障がい者などの保護

新たな社会経済モデルへの転換

1

2

3

 感染拡大傾向

 医療体制の逼迫度

 医療者の感染

 施設クラスター発生状況

 感染対策を実施している事業体

警戒アラート



緊急事態宣言解除後の再警戒の指標

モニタリング指標
神奈川警戒アラートの

発動基準

① 感染の状況

神奈川県と東京都の
週あたりの感染者数増加率：K値

4日連続で予想曲線から
大きく外れた場合

新規陽性患者数
（医療・福祉施設クラスターを除く1週平均）

10人

感染経路不明
（医療・福祉施設クラスターを除く1週平均）

50%以上

② 医療の状況

重症患者数*

中等症患者数*

医療者に感染が発生している病院数、施設でのクラスター発生数

③ 監視体制 検査の陽性率、LINE発熱傾向、実効再生産数





今後のマイルストーン

時期 マイルストーン 神奈川県の対応

現状 特定警戒都道府県指定の継続 徹底した外出自粛、休業要請

5月21日 特定警戒都道府県指定の解除
外出自粛・休業要請の解除

（ただし、特定の業種については利用の自粛を要
請）

某日 神奈川警戒アラート発動
外出自粛の要請

事業者に警戒を呼び掛け

某日 特定警戒都道府県指定の再開 徹底した外出自粛、休業要請



新型コロナウィルス感染症に関する
多言語対応AIチャットボットの導入

2020年5月22日

総務局ICT推進部



新型コロナウィルス感染症に関する多言語対応AIチャットボット

 効果・目的

• 新型コロナウィルス感染症に関する様々な問い合わせに対して、

AIチャットボット（※1）が対応

• 多言語対応（※2）により、県内在住外国人へのサービス充実・向上

• AIが、厚生労働省の新型コロナウィルスに関するＱ＆Ａや、内閣官房

新型コロナウィルス感染症対策推進室、国立がんセンター、自治体の

オープンデータ等の情報を参照して、利用者の問合せに柔軟に対応

※1 チャットボットとは、チャット（会話）とボット（ロボット）を組み合わせた言葉で、

AIを活用した「自動会話プログラム」

※2 日本語、英語、中国語（簡体・繁体）、韓国語、タイ語

1



 設置場所

県公式サイト

⇒新型コロナウィルス感染症対策サイト

⇒県内の最新感染動向

http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/1369/

※ ページ右下にAIチャットボットの起動ボタンを配置

 提供開始日時

令和2年5月22日（金）13:30～

 開発元・提供

株式会社 ObotAI

代表取締役社長 北見好拡 氏

東京都渋谷区恵比寿2-6-25 上田ビル3F

同社による無償提供

2

新型コロナウィルス感染症に関する多言語対応AIチャットボット



3

新型コロナウィルス感染症に関する多言語対応AIチャットボット

AIチャットボット
起動ボタン

質問はメッセージに入力すると
回答候補を表示、項目を選択
すれば必要な事項を回答する



4

新型コロナウィルス感染症に関する多言語対応AIチャットボット

英語、韓国語､中国語（簡体・繁体）､
タイ語に対応
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